
第５回 上下水道事業審議会 議事録

開会

あいさつ

会長あいさつ

町長あいさつ

協議

１ 前回審議会における質問に対する回答について

２ 下水道事業財政計画について

３ その他

内容

事務局：協議事項１「前回審議会における質問に対する回答について」資料に沿って説明

委員：資料５ページ３行目「下水道への接続推進」について、訪問件数が平成 19 年度 1,441

件、平成 20 年度 1,142 件、平成 30 年度 992 件、令和元年度 126 件となっている。年々訪

問件数が減少している理由は何か。

事務局：平成 19 年度は公共下水道区域、平成 20 年度は農業集落排水区域、平成 30 年度は公

共下水道区域、令和元年度は農業集落排水区域の接続推進を行いました。公共下水道区域

の件数と農業集落排水区域の件数が違うこと、下水道への接続が進み効果が現れ対象が減

ったことが理由です。

会長：資料②に県内市町の水洗化率の比較が示されているが、これについては今後の推進活

動によって伸びる余地があると考える。資料①の繰入金について、一般会計の経常収支比

率、実質公債費比率、将来負担率、３指標の全てが下位３分の１となっている財政状況が

厳しい自治体は４自治体あるが、福崎町の基準外繰入の割合はその中で一番大きくなって

いる。
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委員：水洗化率について。福崎町は公共下水道が始まってから 19 年が経過している。この

19 年という年月は下水道に接続してもらうには充分な時間である。よって年数が経過して

いないため水洗化率が低いということは理由にならない。

もう一点、基準内繰入と基準外繰入について再度確認したい。私は、起債の交付税算入

分は基準内の繰入であるという認識だったが、最近の説明ではそのようになっていない。

起債分の交付税算入はどうなっているのか、繰入金の考え方について示してほしい。

最後に、福崎町の一般会計の財政が厳しい事が理由で、下水道事業会計への繰入ができ

ないというのは納得できない。一般会計がどのように財政状況の改善を行っているのか示

していただきたい。

会長：委員からの質問を整理する。

１点目は水洗化率と経過年数との関係。事務局から提出のあった資料では、経過年数が

長い自治体の方が水洗化率が高くなっているが、委員は違う見解である。２点目は、基準

内、基準外の繰入金の定義について。３点目は、起債の交付税算入部分については基準内

繰入金ではないかという点。４点目は、一般会計からの繰入金について、一般会計の財政

状況が厳しいことが理由で下水道事業会計の繰入金が減るのは納得できず、一般会計がど

のように財政状況の改善を行っているのかという点。この４点について説明していただき

たい。

公営企業管理者：まず１点目、水洗化率と経過年数との関係について。委員から水洗化率と

経過年数は関係ないのではとのご指摘をいただいておりますが、住民の方の中には、下水

道の供用開始を待てずに合併浄化槽を設置され、使用されている方があります。合併浄化

槽の耐用年数は 28 年と言われており、壊れるまで使用されるものと考えます。長い間合併

浄化槽を使用されている方を抽出し、下水道への接続を推進できたらと考えています。こ

のような観点から、福崎町が下水道の供用開始が遅く経過年数が短いことと水洗化率が低

いこととの因果関係はあると考えています。

それから企業債の交付税算入については、下水道事業債の交付税算入は 44％、単位費用

は 5%、合計で 49%の交付税算入となっています。このことについては以前と変更はありま

せん。

事務局：基準内繰入、基準外繰入について説明します。繰入金については前回の審議会で提

出しました資料 11 ページ、12 ページをご覧ください。基準内の繰入金は、総務省が定め

る基準に基づくものであり、雨水処理に関する経費や、分流式下水道等に要する経費など

があります。基準内の繰入金については、公費負担とすべきものになります。次に基準外

の繰入金については、総務省が定める基準に基づかないものであり、当町では、一般会計

との覚書の中で繰り出す基準を定めています。具体的には、収益的収支が赤字になるよう

な場合、収支の均衡を図るために必要となる経費や、企業債の償還期間と減価償却期間に

差があることにより減価償却費を超える元金償還金を要する場合の超過額など、基準内の

繰入金だけでは補えきれない額を繰り入れていただいています。

会長：委員からの４点目の質問「一般会計がどのような財政改善努力をされているか」につ

いて、ご説明をお願いする。

委員：上下水道事業審議会委員ではありますが、福崎町副町長の立場から福崎町の財政状況

についてご説明します。令和３年度は、コロナの交付金の歳入があったことや新型コロナ



ウイルスが蔓延し色々な事業を中止した関係で財政調整基金に約３億円積立することがで

きました。しかし、令和４年度は１億 3,000 万円、令和５年度は２億 3,000 万円財政調整

基金を取り崩しました。実質単年度収支を見ると令和５年度は約３億円の赤字になってい

ます。

このようになった大きな要因の 1点目は、会計年度任用職員制度ができたことです。会

計年度任用職員の待遇面を国の基準に合わせたことにより支出が約１億 5,000 万円増加し

ました。

次の大きな要因は、ごみ処理費についてです。これまで福崎町の可燃ごみや不燃ごみは、

くれさか環境事務組合で処理していましたが、ごみ処理施設の更新が必要になった際、姫

路市に施設更新を要望しましたが、姫路市がその要望を受け入れてくれず、令和３年度で

くれさか環境事務組合でのごみ処理を中止することになりました。今後は、福崎町、市川

町、神河町の神崎郡３町で新しいごみ処理施設を整備しなければならず、令和 10 年度にご

み処理施設が完成予定するです。現在、くれさか環境事務組合でのごみ処理を停止してい

るため、福崎町から出るごみは姫路市の市川美化センターで処理されています。この委託

にかかる経費が 1億円以上増加しています。この状況は神崎郡３町の新しいごみ処理施設

ができるまで続きます。それに加えて、新しいごみ処理施設の建設費が約 100 億円になり

ます。ごみ処理施設の建設については地方債を借りますが、その償還金についても大きな

負担になると予想しています。

もう一つの大きな要因は、福崎町駅前整備にかかった経費の償還金です。福崎町の駅前

整備には 35 億円ほど経費がかかりました。そのうち地方債の負担は、交付税算入を差し引

くと総額 15～16 億円となり、この金額を 12～13 年で償還しなければなりません。

このような状況を受け、一般会計では行政改革推進本部を立ち上げ、行政運営のあり方

を見直しています。福崎町では今後 10 年間の収支見通しを作成しています。これに基づき

ますと令和 19 年度あたりでごみ処理の施設整備にかなりの支出が見込まれるため、ここで

財政調整基金の資金が底をつくと見込んでいます。今後、一般会計でも行政サービスが確

実にそして効率的に行えるよう見直しを行います。その中で下水道事業だけ見直さないと

いうことはできません。福崎町全体を考え、行政改革を進めていきたいと考えています。

委員：一般会計の財政状況を一つの情報として持つ必要はあると思うが、私はあくまでも受

益者負担の原則で考えるべきだと思う。基準外の繰入金が多い状況というのは受益者負担

の原則から外れている。福崎町の一般会計の財源が豊かだから基準外繰入が多くてもいい

ということにはならない。基準外の繰入金は本来どうあるべきなのか、また福崎町として

どれくらい繰り出すべきなのか、このことを考える際、一般会計の財政状況は関係ないと

思う。基準外の繰入金について、事務局の考えはどうか。

事務局：資料①については、前回の審議会で一般会計の財政状況や基準外の繰入金について

の質問があったため、参考に提出したものです。事務局としては、受益者負担の原則を基

本に負担を求めていくべきだと考えています。

委員：先程起債の交付税算入分についてパーセントで答弁があったが、金額でいくらあるの

か、基準内繰入金の項目として、起債の元利償還金分の交付税算入が保証されているのか

について聞いている。

公営企業管理者：基準内の繰入金が交付税措置をされているかというご質問かと思いますが、

下水道事業に対する交付税措置については、企業債の元利償還金に対する交付税措置であ



る事業費補正があります。他には単位費用措置があります。単位費用とは、人口 10 万人あ

たりで人口 1人当たりいくらかを求めます。令和５年度は 103 円になり、これに補正係数

を掛けて求められます。高資本対策の経費として基準内繰り出しが投資補正として考慮さ

れるということで、つまり全国の基準内操出の総額を計算しまして、その基準内繰り出し

の総額が補正係数の算定に用いられるということで直接基準内繰り出しをしたから繰り入

れをしたからその分を交付税で見るというわけではなく、その算定の基礎にはなるという

ことです。

委員：今の説明では理解できない。下水道事業が始まって以降、繰入金については注視して

おり、そして最近の繰入金の考え方については非常に疑問を抱いている。下水道事業の借

金の返済は、元金、利息とも下水道会計から支出している。それに対する国からの交付税

が基準内繰入金として繰入されているのか聞いている。

交付税はすべて一般会計で受け入れるのだから、下水道に対する交付税まで一般会計の

もので、一般会計が好きに使っていいということにはならない。

公営企業管理者：普通交付税はあくまで一般会計の中に入ってくるものです。令和４年度決

算の数値でいうと、個別算定経費については、人口 10 万人当たり、単位をかけて出すもの

ですが、4,832 万 6,000 円入っております。それから企業債償還金に算入される事業費補

正については２億 7,376 万円となり、合計３億 2,208 万 6,000 円の交付税が算入されてい

ます。これを基準内、基準外で繰り出されたという考え方に換算しますと、４億 1,020 万

円の繰り出しとなり、普通交付税の下水道事業の需用費を 8,800 万円ほど上回って繰り出

ししていただいています。

会長：ということは、総務省の基準に基づいて、基準内の繰入金は全額繰り入れてると理解

していいか。

公営企業管理者：基準内の繰入金は全額繰り入れていただき、それに上乗せして基準外の繰

入金もいただいています。

委員：先程の説明の中で、約３億 2,000 万円との答弁があったが、本日提出された資料①で

は２億 9,700 万円となっている。私は基準内繰入の話をしている。３億 2,000 万円交付税

が入ってきているのであれば、その部分は下水道事業に繰り入れるべきではないか。

公営企業管理者：資料①は、決算統計をもとに作成しています。私は決算の数字をもとに説

明したため、若干、数字のずれが生じています。

委員：非常に分かりやすい資料をご提示いただいている。どのような事業でも、収入と支出

がある。下水道事業の経営を改善しようと考える際、まずは経費を抑え、さらに収入を増

やす、この２つの観点が必要である。福崎町は経費削減の取り組みとして、薬品の見直し

を行い、年間約 500 万円の削減をしている。さらに収入については、下水道への接続を推

進したり、国への補助金を要望したり、ストックマネジメント計画を策定し、計画に基づ

いた改築を行うことで補助金の交付を受けている。このように福崎町は、支出を抑え、収

入を増やす取り組みを行っている。

そのような中、一般会計繰入金がどうなっているのかを示しているのが資料①である。

この表をみると基準内繰入が２億 9,700 万円、基準外繰入が１億 1,200 万円となり、基準



外繰入の割合が 27.5％と非常に高い。基準外繰入金が多いこと、これが第１の課題である。

第２の課題は、農業集落排水事業を公共下水道へ統合する点である。福崎町は農業集落

排水事業と公共下水道事業がある。農業集落排水事業は公共下水道事業より前から事業を

始めていたため、施設が古くなっている。事務局の検討によれば農業集落排水事業を公共

下水道へ統合した場合、年間約 3,300 万円のコストを削減することができる。

第３の課題は、下水道使用料と農業集落排水の料金が違う点である。前回の審議会でこ

のような自治体は兵庫県では福崎町だけであると報告を受けた。福崎町の住民にとって、

住んでいる場所によって下水道の料金が違うということは不公平であるため、このような

状況は改善するべきである。

つまり、農業集落排水事業と公共下水道事業の施設を統合した上で料金を統一し、基準

外繰入金を極力減らしたのち、不足分は使用料として使用者の方に負担していただけない

かということである。

副会長：資料①の中に「汚水処理費」という言葉が出てくる。これは前回資料７ページ表９

の中のどの科目に該当するのか。また、営業費用は、営業収益と営業外収益で賄われてい

るのか

会長：資料①の汚水処理費は、雨水処理費を控除した金額となっているため、前回資料７ペ

ージ表９の数字と一致しない。

副会長：事務局は、どの程度まで住民に負担を求めようとしているのか。

会長：単純に計算すると、経費回収率 100％を目指している。

副会長：接続率が 100％になると経費回収率が 100％になるのか。

事務局：事務局ではそのような試算をしていません。また、接続率を 100％にするのは難し

いと考えています。

会長：次に、協議事項２「下水道事業財政計画について」事務局から説明をお願いする。

事務局：協議事項２「下水道事業財政計画について」資料に沿って説明

委員：資料８ページについて。統合に向けたスケージュールについて、大貫は令和 13 年度「工

事」、令和 14 年度「供用」となっている。このスケジュールを令和８年「設計」、令和９年

「工事」令和 10 年「供用」にはならないか。少しでも早く工事や供用をしたほうが年間の

コストが削減できる。

事務局：統合は古い施設から順番に行っています。大貫の工事、供用を前倒ししてほしいと

の委員からのご提案ですが、マンパワーの関係もあり、このような計画としています。ご

提案している計画でも今の職員数ではなかなか厳しい内容だと考えています。

委員：資料８ページについて、令和９年度は供用と設計だけで工事がない。この意図は何か。

令和９年度の設計を令和８年度に前倒しすれば、令和９年度から工事にとりかかることが

でき、１年間工期を短くすることができ、コスト削減につながる。



事務局：８ページのように計画したのは、令和８年度までは川西地区、令和 10 年度以降は川

東地区の工事を行うこととしたためです。このようにすることで、経路がひとかたまりと

なります。川東地区の設計は令和９年度にまとめて行います。これを２か所ずつ分けて設

計したとしても、このスケジュールは大きく変更しないと考えています。

委員：大貫、余田、八千種、鍛冶屋で考えると、大貫の系統と余田、八千種、鍛冶屋の系統

に分かれると思う。

事務局：大貫については一番新しい施設です。修繕費もかからないため、大貫を前倒しして

統合することは考えておりません。

委員：東部工業団地の関係はどうなっているのか。

公営企業管理者：現在、東部工業団地は合併浄化槽で運営していただいています。大貫が公

共下水道の区域に入って工事が進んだ際には、東部工業団地の企業と協議し、下水道に接

続していただけるよう進めていきたいと考えております。

委員：今後、人件費の見込はどうなっているのか。福崎町は平成 31 年４月から公営企業管理

者を設置し、公営企業管理者の給料は水道事業から、上下水道課長の給料は下水道事業か

ら支出していることは承知している。今回の審議会では下水道事業の使用料のことを議論

しているので管理者のことは関係ないと思われるかもしれないが、住民は水道料金と下水

道使用料を一緒に支払うので同じことである。管理者を設置している自治体は非常に少な

く、兵庫県では８市で、町で考えると管理者を設置しているところは福崎町以外に存在し

ない。管理者を設置していない市がある中で、福崎町が管理者を設置する意味があるのか。

私は廃止するべきだと考えている。管理者を廃止すると年間約 1,250 万円の経費の削減が

できる。先程副町長から一般会計の財政状況が苦しいと説明があった。管理者の設置をや

めることで、一般会計操出金を減らすことができ、一番の行政改革になる。まず町当局が

きっちりけじめをつけ、無駄を省いてから、住民に負担を求めるべきである。

事務局：人件費については、令和 15 年度で雨水の工事が終了します。計画では、令和 16 年

度と令和 17 年度の管路整備費（雨水）の人件費は３条予算から支出する予定です。

町長：現在、公営企業では大きな事業を進めています。特に農業集落排水事業を公共下水道

事業へ統合するという事業も控えています。このような公営企業の状況を考えると、公営

企業管理者は必要だと感じています。大きな事業が完了した際に、公営企業管理者の設置

の是非については考えていきたいと思います。

委員：公共下水道の供用開始には 10 年の年月がかかった。その際の総予算は約 300 億円だっ

たと記憶している。そのような大きな事業を進めていた際も町の直営で事業を行い、公営

企業管理者は設置していなかった。地方公営企業法では、条例で定めるところにより、政

令で定める地方公営企業について公営企業管理者を置かないことができる。地方公営企業

法施行令ではさらに詳しい記述があり、水道事業については、「職員が 200 人以上かつ給水

戸数が５万戸以上の事業体は公営企業管理者を置かなければいけない」となっている。つ

まり福崎町のようなこれ以下の事業体は公営企業管理者を置かなくてもいいとなっている。



だから、兵庫県では神戸市、尼崎市、姫路市、加古川市など大都市だけが公営企業管理者

を設置している。町で設置しているのは福崎町だけである。住民に負担を求める以上、こ

こでもう一度きちんと考えてほしい。農業集落排水と公共下水道の統合などは、今までの

下水道事業の供用開始のことを考えると些細な事業である。

委員：先程の委員の意見は人事の問題になる。これ以上の審議は議会で取り上げさせていた

だく。ただ審議会の答申内容に公営企業管理者設置の有無について記載するかどうかにつ

いては、今後の審議会で議論していただきたい。

会長：人事のことに関しては、当審議会の管轄外になるため、ここで議論することは差し控

えたい。

一般的な考えを述べる。管理者を置くか置かないかに関しては、一長一短ある。原則を

言えば地方公営企業法においては「管理者を置くべき」と記載してある。ただ例外として、

ただし書きで「条例を作ることによって置かなくてもいい」となっている。管理者を置く

メリットとデメリットを整理すると、まずメリットは、町長など自治体のトップが公営企

業の管理者を兼任されている場合、自治体のトップは選挙があるため、なかなか公正な料

金の改定を実現できないという恐れがある。そういう意味において、そのような政治的な

絡みと切り離し、客観的に上下水道事業の経営状況に基づいて適切な料金がどういう水準

にあるべきなのか議論をしやすくするためにも、管理者を置くということがよりスムーズ

に料金改定も含めて上下水道事業の経営状況を検討することが可能ではないかと考えてい

る。

ただもちろん委員がおっしゃってるように管理者を置かないことによって人件費を削

減することができるというのも事実である。一方、管理者がどういう仕事をされているの

か、実際の現場の状況をみてみないと判断できない部分がある。例えば、我々大学の場合、

管理職についている教員がいる。その方が管理職の仕事だけをしているのであれば、その

部局の人件費は本当にその金額で妥当なのかという議論が必要となる。一方、管理職を兼

任している教員の場合、普通に授業を行っている。普通の業務をこなしたうえ管理職を兼

任している、そのような場合であれば、管理者が１名増えたことによる人件費増について

は負担にならないと感じている。

他の委員の方の意見はどうか？

委員：資料①経費回収率の状況について、経費回収率が 100％を超えている自治体がある。

この自治体は使用料の設定が汚水処理費よりも高く設定されているということか。

事務局：経費回収率が 100％を超えているというのは、汚水処理費より使用料収入が多い状

況を示しています。このようになるのは、人口が多い都市部などは、下水道を使用する人

が多いため使用料収入が多くなる場合、また播磨や北播のようにもともと使用料単価を高

く設定しているような場合などが考えられます。

委員：福崎町の考えとしては、人の少ないところはもっともっと料金を低くして、住民の利

益に貢献するのがいいと考えているか。また、汚水処理費より使用料収入が多い自治体に

ついては使用料単価を下げられるのではないか。

事務局：適正な使用料単価がいくらなのかについては、各自治体で決定されているので私た

ちが判断できません。料金回収率が 100％を超えていたとしても、各自治体でそうしなけ



ればいけない理由があるのかもしれません。私たちが判断できない範囲かと思います。

会長：１点補足を申し上げる。経費回収率の汚水処理費を計算する際、国からの補助金や使

用者が支払った工事負担金などは長期前受金戻入として収益化し、汚水処理費から除外し

ている。例えば、過去に 50 億円の補助金をもらって 100 億円の施設を建設しているような

場合、今後同じような施設を更新しようとしても過去と同じように国が 50 億円の補助金を

くれるかどうか、現時点では約束されてない。将来もし国からの補助金がもらえない場合

は、汚水処理費から補助金や負担金の収益化した額を控除した経費回収率で料金を設定し

ている場合、資金が不足することになる。

そういう意味で、総務省や国土交通省は、使用料改定を行う際には、資産維持費を料金

原価に含めるよう求めている。

このような状況を勘案し、急激な使用者の負担増を避けるため、他の自治体では、将来

への備えとして、経費回収率 100％を目指すのではなく、余裕を持って経費回収率を 100％

以上の水準を設定している。福崎町がどの程度の経費回収率を目標とするのか、また資産

維持費をどのくらい見込むのか検討が必要である。

委員：資料①の経費回収率の率だけ見てもいけないということか。

会長：施設の老朽化がどの程度進んでいるかも考えないといけない。老朽化が進んでいる場

合、多額の更新財源を確保しなければいけない。そのような場合、料金単価に資産維持費

を見込まないと、財源不足に陥り、危機的な状況になる。

委員：福崎町は経費回収率が何％になるように料金改定をしたいのか、私たち住民はどれだ

け負担したらいいのか、明確にしてもらいたい。目標はどこなのか、分かりやすく伝えて

ほしい。

事務局：次回の審議会において、費用がいくら必要なのか、使用料単価がいくらになるのか、

具体的にご説明させていただきたいと思います。

委員：全体を通して、分かりにくいと感じている。例えば、資料５ページに下水道への接続

推進にかかる臨戸訪問の件数が記載されている。訪問件数が、平成 19 年度 1,441 件、平成

20 年度 1,142 件、平成 30 年度 992 件、令和元年度 126 件となっているが、接続していな

い家がいくらあるのか記載がないため、あとどれくらい未接続のところがあるのか、あと

どれくらい接続してくれたら目標を達成するのか、今回の訪問で何件訪問したのか、分か

りにくいと感じた。

町長：事務局としては、下水道事業の現状と課題を説明させていただいたうえで、次回から

本題に入らせていただきたいと考えています。

委員：資料②に特定環境保全公共下水道という言葉があるが、これは何か。

事務局：公共下水道のうち、市街化区域以外の区域において設置されている公共下水道のこ

とです。農業集落排水は除きます。

会長：全体を通してご意見はないか。



委員：「ありません」の声あり

会長：これで予定していた審議はすべて終了した。議事の進行についてご協力いただいたこ

とに感謝する。

事務局：次の審議会は、9月 30 日（月）15 時を予定している。

副会長：閉会あいさつ


